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単身赴任者の居住M財産0特別控除

Q:昨年秋に大阪から東京へ転勤になりま

した。子供の学校の問題があり、私だけ単身

赴任していましたが、この春に大阪の自宅を

売却し、妻と子供も東京へ越してきました。

自宅の売却について、居住用財産の譲渡所得

の特別控除の適用を受けることができるので

しようか。

J:所得税においては、自己の居住の用に

供している家屋とその敷地を譲渡（配偶者等

の特別関係者に対する譲渡は除く）した場合

にはその資産の譲渡所得の金額から3,000万

円を控除することができます。

この規定は、転勤等の事情のために家屋の

所有者が単身で他の場所に住んでいる場合で

あっても、次の要件を満たしているときは適

用があります。

①家屋の所有者と通常同居する配偶者などの

家族がその家屋に居住している事。

②転勤等の事情が解消したときは、その家族

らとその家屋に一緒に居住することになる

と認められる事。

③その家屋の入居がこの規定の適用を受ける

ためだけの目的でない事。

④主として趣味や保養目的で有する家屋でな

い事。

ご相談の場合、上記の要件を全てみたして

いれば特別控除の適用を受けることができま

す。但し、この規定の適用を受けた場合には

その年以後3年間は住宅取得等特別控除の適

用を受ける事ができません。
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